様式第１号(第3条関係)

「いわて子育てにやさしい企業等」認証申請書

平成　　年　　月　　日

岩手県知事　　　　　　　　　　様

申請者　企業等の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

「いわて子育てにやさしい企業等」認証制度要綱第３条の規定により、下記のとおり申請します。

記

Ⅰ　企業等の概要

	所在地
	〒



	業　　種

（事業内容）
	

	従業員数
	男性　　　　人　　　　女性　　　　人　　　　　合計　　　　人

	担　当　者

所属・職・氏名
	

	連絡先
	電　話：　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：

Ｅメール：

	ホームページ
	


Ⅱ　取組内容

１ 　一般事業主行動計画の策定状況等について

	労働局への届出年月日
	平成　　年　　　月　　　日

	計　画　期　間
	平成　　年　　　月　　　日　～　平成　　年　　　月　　　日

	公　表　方　法
	

	従業員への周知方法
	


　※計画の公表及び従業員への周知について

・従業員数が101人以上300人以下の企業は平成23年4月1日以降は義務化

（平成21年4月1日から平成23年3月31日までは努力義務）

　　・従業員数が100人以下の企業は、平成21年4月1日以降は努力義務

２　子育て支援に係る取組内容について

	(1)　育児・介護休業法の規定を上回る育児休業制度
(上回る内容：　期　間　・　回　数　・　その他〔具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　〕)

	(2)　育児・介護休業法の規定を上回る看護休暇制度
　　(上回る内容：　期　間　・　回　数　・　その他〔具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　〕)

	(3)　育児・介護休業法の規定を上回る勤務時間短縮等の措置
該当する内容の記号を○で囲んでください

①　短時間勤務制度　　　　　　　　　　　　②　フレックスタイム制度

③　始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ制度　　④　所定外労働をさせない制度

⑤　託児施設の設置運営　　　　　　　　　　⑥　子育てサービス利用費用援助

⑦　職場等における搾乳や授乳のための環境の整備　
⑧その他〔具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	(4)　出産や子育てによる退職者についての再雇用制度

	(5)　所定外労働の削減のための措置
　　〔具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	(6)　年次有給休暇の取得の促進のための措置

　　〔具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	(7)　従業員が望む妊娠・出産を実現するための休暇制度等の措置（不妊治療等）

　　〔具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕


３　就業規則又は労働協約への規定状況について（規定している場合は○印を付けてください）
	(1)　育児・介護休業法に沿った育児休業制度
	

	(2)　２で選択した項目について規定
	


４　応援宣言等について

　　次の項目のうち、取り組んでいるものについて記入すること。〔※いずれか一項目以上の取組みが必要〕

　(1)　 企業等の代表者による仕事と子育ての両立への応援宣言

（企業等の代表者が従業員に対して宣言した内容について記入すること。）
	応援宣言の内容
	

	宣言期日及び方法
	


(2)　企業内子育て支援推進員の配置
（子育て支援推進員として配置した職員について記入すること。）

	所属・職・氏名
	

	連　絡　先
	電　話：　　　　　　　　　　　　　　　

ＦＡＸ：

Ｅメール：


Ⅲ　添付資料（添付した資料に○印を付けてください）
	(1)  企業等の概要がわかるもの
	

	(2)  労働局に届出をした一般事業主行動計画策定届(写)
	

	(3)  就業規則又は労働協約(写)
	

	(4)　 企業等の代表者が従業員に対して、仕事と子育ての両立への応援宣言を行ったことが確認できるもの（宣言時の写真・資料等）
	

	(5)　その他（取組の内容が確認できる書類）
	


Ⅳ　その他

　　計画策定項目にかかる取組み内容等、ＰＲ事項等があれば記入願います。


子育て支援に係る以下の項目について、実際に取り組んでいる項目を○で囲んでください。


その他については具体的に内容を記入してください。

















